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北海道内３５市の市政推進に当たり、日頃から御理解、御高配
を賜り、深く感謝申し上げます。 

新型コロナウイルス感染症の「５類」への移行により、社会経
済活動はコロナ禍以前の状況に回帰しつつありますが、長期化す
るエネルギー及び原材料費の高騰による物価高は市民生活や企業
活動、さらには自治体運営に多大な影響を及ぼしており、地域経
済は今なお厳しい状況にあります。 

また、人口減少や高齢化という我が国が直面する大きな問題を
はじめ、激甚化する自然災害への備え、脱炭素化の実現、デジタ
ル化の推進など、市においては様々な施策を講じていかなければ
なりません。 

これらの取組を推進していくためには、必要な財源の確保、各
種制度の創設や見直しなど、これまで以上の国の御支援が不可欠
でございます。 

つきましては、国の施策の推進や予算編成に当たり、道内３５
市の実情等をご理解いただき、適切な措置を講じていただきます
よう特段のご配慮をお願いいたします。 
 
令和５年１０月１９日 

北海道市長会  

 

札幌市長  秋元 克広 苫小牧市長 岩倉 博文 滝川市長  前田 康吉 
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留萌市長  中西 俊司 千歳市長  横田 隆一  
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文教・学校施設関係について 
 

文教関係施策等の充実、学校施設等の整備を推進するため、次の事項

について積極的な措置を講じられたい。 

 

１ 公立学校施設等の整備促進・通学手段の確保について 

(1) 公立学校施設整備については、耐震化はもとより、老朽化に伴う改築等

や学校統合による新増築等の事業についても各自治体の整備計画に基づき

円滑に進められるよう、十分な予算を確保すること。 

 

(2) 学校施設整備事業における補助単価は、実施単価と比較し大きな乖離が

あるので、校舎等の施設の新増築、改築を計画的に推進できるよう、財政

措置の拡充を図ること。 

 

(3) 公立学校施設整備費負担金について、学校施設整備の円滑な推進を図る

ため、事業採択の迅速化及び国庫債務負担の年限を延長すること。 

 

(4) 過疎地域において児童生徒の通学を確保するため、スクールバスの運行

及び維持管理を行うための財源措置の充実を図ること。 

 

(5) 空調設備の整備について、計画的に事業を進めていくことができるよう、

財政措置の拡充を図ること。 

ア 小中学校及び義務教育学校等（幼稚園を含む）について、学校施設環

境改善交付金の予算確保及び補助率の引き上げを行うこと。 

イ 認定こども園等について、保育対策総合支援事業費補助金の予算確保

及び補助率の引き上げを行うこと。 

ウ 児童館について、次世代育成支援対策施設整備交付金の予算確保及び

補助率の引き上げを行うこと。 
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エ 放課後児童クラブについて、子ども子育て支援施設整備交付金の予算

確保及び補助率の引き上げを行うこと。 

オ 緊急を要することから、各事業採択の迅速化を図ること。 

 

２ 公立学校の教職員配置等の充実について 

(1) 公立学校における教職員等の配置を改善し、教育の質向上を図るため、

次の措置を講じるとともに必要な財源の充実、確保を図ること。 

ア 教職員定数を改善すること。 

 イ 食育推進のため、栄養教諭の配置定数を改善すること。 

   特に、広域分散地域を担当する大規模な共同調理場に係る加配措置の

拡充や配置基準の見直しのほか、調理場を統廃合する場合の激変緩和措

置など、弾力的な運用ができる制度にすること。 

 ウ 学校図書館の活用促進のため、司書教諭を定数化し専任で配置するこ

と。 

 エ スクールカウンセラー等の専門スタッフ及び教員業務支援員の配置や

部活動指導員などの多様な人材の活用促進のために必要な支援措置を講

じること。 

 オ 中学校の少人数学級（３５人以下）について、早期実現を図ること。 

 

３ ＧＩＧＡスクール構想の実現について 

(1) 学習支援及びセキュリティ対策に係るソフトウェアのライセンス費用や

設定費用、周辺機器購入費用、指導者用端末及び一定数の予備端末購入費

用等についても、運用上必要不可欠であることから、国庫補助の対象とす

ること。 

また、端末整備完了後における機器の保守管理や端末更新時の費用につ

いては、低廉化に取り組むとともに、あわせてＩＣＴ支援員の増員等につ

いても、継続的かつ十分な財政措置を講じること。 
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(2) ＧＩＧＡスクール構想のもと、学習者用コンピュータが安定して動作し、

授業の中で円滑に活用されるためにはインターネット回線の増強が不可欠

であることから、インターネット通信料について十分な財政措置を講じる

こと。 

また、デジタル教科書の本格導入にあたっては、児童生徒の一斉アクセ

スに対応できる通信環境が必要不可欠であることから、関連機器の整備や

更新等の費用について国庫補助の対象とすること。 

 

４ 学校部活動の地域移行について 

(1) 生徒が継続してスポーツ・文化芸術活動へ参加できるよう、学校部活動

から移行した新たな地域クラブ活動に対して、国において継続的な国庫補

助金制度を創出すること。
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